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資料：総務省統計局「国勢調査報告」

【米の消費における家庭内及び中食・外食の占める割合（全国）】

資料 昭和60年度、平成９年度：農林水産省「米の１人１ヶ月当たり消費量」

令和元年度以降：米穀機構「米の消費動向調査」

【家族類型別にみた一般世帯の構成割合の推移】 【専業主婦世帯数と共働き世帯数の推移】
（％）

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構「専業主婦世帯と共働き世帯」

（万世帯）

〇 世帯構成の変化（単身世帯の増加）や社会構造の変化（共働き世帯の増加）により、食の簡便化志向が強まって

おり、米を過程で炊飯する割合が低下する一方で、中食・外食の占める割合は増加。

（近年は新型コロナウイルス感染症の影響により中食・外食の割合は減少していたものの、令和５年度はコロナ前の元年度の水準まで回復。）
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米の消費動向 ①（１人１ヶ月当たり精米消費量の推移）（米穀機構による調査） 
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（精米ｇ／人）

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
注１：令和元～５年度は各年４月から翌年３月までの平均値である。
２：調査対象世帯の入れ替えや補充による調査結果の補正は行っていないため、調査結果の経年比較等の際には、留意が必要である。
３：家庭内消費量については、調査当月の月初と月末の精米在庫量及び精米購入数量から把握、中食・外食の消費量については、調査当月の家庭炊飯以外で食べた米飯の数量から推計。
４：集計に際しては、地域毎に世帯人員構成比が令和元～令和３年度は平成27年国勢調査、令和４～６年度は令和２年国勢調査「世帯人員構成比」に沿うようウェイトバック集計を実施した上で推計。
５：四捨五入の関係で合計と内訳が合わない場合がある。



米の消費動向②（精米購入時の動向）
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【購入・入手経路 （複数回答）】

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」

（注）令和元～５年度は各年４月から翌年３月までの平均値である。



米の消費動向③（精米購入経路別の購入単価、家庭内の月末在庫数量）
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【家庭内の月末在庫数量】

【精米購入経路別の購入単価（複数回答）】

（kg/世帯、％）

（円/kg）

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
(注1)デパート、スーパーマーケット、生協は、実店舗の購入単価であり、インターネットを利用した購入は含まない。
(注2)購入単価は消費税を除く本体価格である。
(注3)表中の※付きの単価は、当該経路での購入割合が有効調査世帯数の１％未満に満たないため参考値とする。

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
(注1) 地域ごとの世帯人員構成比が令和元～令和３年度は平成27年国勢調査、令和４～６年度は令和２年国勢調査「世帯人員構成比」に沿うよう

ウェイトバック集計を実施した上で集計した。
(注2)平均世帯人員は、各月の有効調査世帯の平均人員数である。
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